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（１）株主様の住所変更、買取請求、配当金の口座振込のご指定その他各種
お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関

（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券
会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行
株式会社）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

（２）特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三
菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座
管理機関（三菱UFJ信託銀行株式会社）にお問い合わせください。な
お、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支店にてもお取次ぎいたします。

（３）未受領の配当金のお支払いにつきましては、引き続き三菱ＵＦＪ信託
銀行の全国本支店でお支払いいたします。

当社所属のプロゴルファー・ささきしょうこ選手の応援サイトを、当社
ウェブサイト内に開設しています。 同選手のプロフィー
ルや出場予定・結果などを掲載しています。 ぜひご覧く
ださい。

当社についての理解をよりいっそう深めていただけるよう、「ストー
リーでわかる！ 日本触媒」を掲載しております。 ぜひ、ご覧ください。

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

上場証券取引所

公 告 の 方 法

同  連絡先

三菱UFJ信託銀行株式会社
大阪証券代行部
〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
電話 0120-094-777

（通話料無料）

三菱UFJ信託銀行株式会社

東京証券取引所

4月1日から翌年3月31日まで

3月31日

9月30日

毎年6月

100株

【お知らせ】

ただし、事故その他やむを得ない事由によ
り電子公告による公告ができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。なお、
電子公告は当社ウェブサイトに掲載して
行います。

事　 業 　年　 度

期末配当金受領株主確定日

中間配当金受領株主確定日

定 時 株 主 総 会

単 元 株 式 数

■株主メモ
当社ウェブサイトのご案内
（株主・投資家の皆様へ）

https://www.shokubai.co.jp/ja/sasaki/

ささきしょうこ選手 応援サイトのご案内

https://www.shokubai.co.jp/ja/ir/

検索日本触媒  IR
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2020年12月

代表取締役社長

　株主のみなさまには、平素は格別のご高配を賜り厚く御
礼申しあげます。
　さて、第109期中間期（2020年4月1日から2020年9月
30日）の事業の概況につきご報告申しあげます。

当中間期の概況
　当中間期における世界経済は、新型コロナウイルス感染
症の影響により、米国、欧州では厳しい状況にあり、中国で
は持ち直しの動きが続くものの、アジア新興国では依然と
して厳しい状況にあるなかで推移しました。また、長期化す
る米中貿易摩擦による影響や原油情勢の動向など、先行き
が不透明な状況が続きました。
　日本経済は、生産や輸出に持ち直しの動きがみられるも
のの、企業収益の大幅な減少が続くなど、依然として厳し
い状況にあるなかで推移しました。
　化学工業界におきましては、経済活動の停滞により需要
が低迷するなど、厳しい事業環境のなかで推移しました。
　このような状況のもと、当社グループの当中間期の売上
収益は、新型コロナウイルス感染症や米中貿易摩擦の影響
による世界景気の減速などを受けて、原料価格や製品海外
市況の下落に伴い販売価格が低下したことや、販売数量が
減少したことにより、前年同期に比べて286億２千５百万
円減収（△18.7％）の1,246億６千８百万円となりました。
　利益面につきましては、原料価格の下落に伴いスプレッド
は拡大しましたが、生産・販売数量の減少や、在庫評価差
額などの加工費が増加したこと、当社の連結子会社である
ニッポンショクバイ・ヨーロッパN.V.の固定資産に対する減
損損失の計上などにより、営業利益は、前年同期に比べて
78億２千６百万円減益の△11億８千８百万円となりまし
た。
　税引前利益は、営業利益や持分法による投資利益の減少
などにより、前年同期に比べて87億４千５百万円減益の
△７千２百万円となりました。

　その結果、親会社の所有者に帰属する四半期利益は、前
年同期に比べて69億１千４百万円減益の△11億８千３百万
円となりました。

配当金について
　当期の中間配当金につきましては、経営環境と業績等を
勘案いたしまして、１株あたり45円とさせていただきたいと
存じます。

　株主のみなさまにおかれましては、今後とも一層のご支
援・ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

ごあいさつ

日本触媒グループ 企業理念

人間性の尊重を基本とします 
社会との共生、環境との調和を目指します 

未来を拓く技術に挑戦します 
世界を舞台に活動します

社是

「安全が生産に優先する」

私たちはテクノロジーをもって
人と社会に豊かさと快適さを提供します

経営理念

2025年のありたい姿

人の暮らしに新たな価値を提供する
革進的な化学会社※

※革進：旧習・旧態を改めて、進歩を図ること（出所：大辞林) 

　・技術と創造力で、新しいことに挑戦し続けます
　・No.1の製品や技術を増やし、グローバルに事業を行います
　・最高水準の安全性と生産性を追求し続けます
　・地球環境に貢献し続けます
　・世界中の職場を多様性のある活気あふれる場にします

長期ビジョン・目標

　当社及び三洋化成工業株式会社は、共同株式移転の方式
により2021年４月１日付で両社の親会社となる「Synfomix
株式会社」を設立し、経営統合を行うことで合意しておりま
した。しかしながら、2019年11月29日の本経営統合に係る
最終契約の締結以降、原材料価格や製品価格の著しい変動
が見られ、また製品需要の先行き不透明感が増すなど、両社
を取り巻く事業環境が急速にかつ大きく変化したことで、
経営統合を実施することが困難になったとの認識に至り、
2020年10月21日、両社はそれぞれの臨時取締役会におい
て、本経営統合を中止することを決議し、両社の合意により
本経営統合に係る最終契約を同日付で解約いたしました。
　詳しくは、当社ウェブサイトをご覧ください。

三洋化成工業株式会社との経営統合の中止について
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連結業績ハイライト

セグメント別売上収益／構成比 地域別売上収益／構成比

41億円
3.3%

環境・触媒事業

【主要営業品目】
●アクリル酸
●アクリル酸エステル
●酸化エチレン
●エチレングリコール

●エタノールアミン
●セカンダリーアルコール
エトキシレート

●グリコールエーテル

●自動車触媒
●脱硝触媒
●ダイオキシン類分解触媒

●プロセス触媒
●排ガス処理装置
●燃料電池材料

●高吸水性樹脂
●特殊エステル
●医薬中間原料
●コンクリート混和剤用ポリマー
●電子情報材料

●ヨウ素
●無水マレイン酸
●粘接着剤・塗料用樹脂
●粘着加工品

基礎化学品事業

491億円
39.4%

基礎化学品

【主要営業品目】

機能性化学品事業

57.3%
715億円

機能性化学品

【主要営業品目】

582億円
46.7%

日本

665億円
53.3%

海外売上収益

環境・触媒

アクリル酸エステル（用途例：塗料） 高吸水性樹脂 （用途例：紙おむつ） 自動車触媒

96億円
7.7%

北米

325億円
26.1%

アジア

60億円
4.8%

その他

183億円
14.7%

欧州

売上収益（億円） 営業利益（億円） 税引前利益（億円）

（億円）親会社の所有者に帰属する四半期（当期）利益

第109期第107期 第108期

（%）
（%）

ROA（資産合計税引前利益率）
ROE（親会社所有者帰属持分四半期（当期）利益率）

ROEROA

（円/株）配当金推移

第109期通期の業績予想の数値は2020年10月8日に、期末配当予想の金額は2020年11月6日に公表したものです。実際の業績及び配当金は、さまざまな要因により、これらの予想とは異なる
場合があることをご承知おきください。

※

1,690

3,389 3,022

通期 中間期

通期 中間期

通期 中間期 通期 中間期

131

262

66

132

△12

1,533

2,600
（予想）

10
（予想）

△1

35
（予想）

321

157
165

87

121

238

57

111

△0.7
△0.0

3.3 3.5

第109期第107期 第108期 第109期第107期 第108期

第109期第107期 第108期第109期第107期 第108期

90
（予想）

170
180

90
90

80
90 45

（予想）

45

第109期（中間）第107期 第108期

期末 中間

7.5
6.7

10
（予想）

1,247

※第109期（中間）のROA及びROEは年換算しております。

△12



3 4

連結業績ハイライト

セグメント別売上収益／構成比 地域別売上収益／構成比

41億円
3.3%

環境・触媒事業

【主要営業品目】
●アクリル酸
●アクリル酸エステル
●酸化エチレン
●エチレングリコール

●エタノールアミン
●セカンダリーアルコール
エトキシレート

●グリコールエーテル

●自動車触媒
●脱硝触媒
●ダイオキシン類分解触媒

●プロセス触媒
●排ガス処理装置
●燃料電池材料

●高吸水性樹脂
●特殊エステル
●医薬中間原料
●コンクリート混和剤用ポリマー
●電子情報材料

●ヨウ素
●無水マレイン酸
●粘接着剤・塗料用樹脂
●粘着加工品

基礎化学品事業

491億円
39.4%

基礎化学品

【主要営業品目】

機能性化学品事業

57.3%
715億円

機能性化学品

【主要営業品目】

582億円
46.7%

日本

665億円
53.3%

海外売上収益

環境・触媒

アクリル酸エステル（用途例：塗料） 高吸水性樹脂 （用途例：紙おむつ） 自動車触媒

96億円
7.7%

北米

325億円
26.1%

アジア

60億円
4.8%

その他

183億円
14.7%

欧州

売上収益（億円） 営業利益（億円） 税引前利益（億円）

（億円）親会社の所有者に帰属する四半期（当期）利益

第109期第107期 第108期

（%）
（%）

ROA（資産合計税引前利益率）
ROE（親会社所有者帰属持分四半期（当期）利益率）

ROEROA

（円/株）配当金推移

第109期通期の業績予想等の数値は、2020年11月6日に公表したものです。実際の業績等は、さまざまな要因により、これらの予想とは異なる場合があることをご承知おきください。※

1,690

3,389 3,022

通期 中間期

通期 中間期

通期 中間期 通期 中間期

131

262

66

132

△12

1,533

2,600
（予想）

10
（予想）

△1

35
（予想）

321

157
165

87

121

238

57

111

△0.7
△0.0

3.3 3.5

第109期第107期 第108期 第109期第107期 第108期

第109期第107期 第108期第109期第107期 第108期

90
（予想）

170
180

90
90

80
90 45

（予想）

45

第109期（中間）第107期 第108期

期末 中間

7.5
6.7

10
（予想）

1,247

※第109期（中間）のROA及びROEは年換算しております。

△12



97

セグメント別概況（連結）

95

　アクリル酸及びアクリル酸エステル
は、新型コロナウイルス感染症や米中
貿易摩擦による世界景気の減速など
を受け、需要低迷による製品海外市
況の下落やプロピレンなどの原料価
格の下落に伴い販売価格が低下した
ことや、販売数量が減少したことによ
り、減収となりました。
　酸化エチレンは、エチレンなどの原
料価格の下落により販売価格が低下
したことや、景気の減速に伴う需要低
迷などで販売数量が減少したことに
より、減収となりました。
　エチレングリコールは、販売数量を
増加させましたが、製品海外市況下
落などに伴い販売価格が低下したこ
とにより、減収となりました。
　セカンダリーアルコールエトキシ

レートは、原料価格の下落などに伴い
販売価格が低下したことや、販売数
量が減少したことにより、減収となり
ました。
　以上の結果、基礎化学品事業の売
上収益は、前年同期に比べて21.3％
減少の490億６千５百万円となりま
した。
　営業利益は、生産・販売数量が減
少したことや、在庫評価差額などの加
工費が増加したことなどにより、前年
同期に比べて34億５千９百万円減益
の△３億９千５百万円となりました。

　プロセス触媒、排ガス処理触媒及び
脱硝触媒は、販売数量が減少したこと
などにより、減収となりました。
　燃料電池材料は、販売価格が低下し
たことなどにより、減収となりました。
　リチウム電池材料及び湿式酸化触
媒は、拡販に努め販売数量を増加させ
たことなどにより、増収となりました。

　以上の結果、環境・触媒事業の売上収
益は、前年同期に比べて23.6％減少の
41億１千４百万円となりました。
　営業利益は、生産・販売数量が減少
したことや、在庫評価差額などの加工費
が増加したことなどにより、前年同期に
比べて６億２千１百万円減益の△１億
２千３百万円となりました。
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　高吸水性樹脂は、プロピレンなどの原
料価格や製品海外市況の下落に伴い販
売価格が低下したことや、販売数量が減
少したことなどにより、減収となりました。
　特殊エステルは、新型コロナウイルス
感染症などによる世界景気の減速によ
り需要が低迷し、販売数量が減少した
ことや、製品海外市況の下落などに伴い
販売価格が低下したことにより、減収と
なりました。
　電子情報材料、コンクリート混和剤
用ポリマー、塗料用樹脂、樹脂改質剤、
粘着加工品及びエチレンイミン誘導品
は、需要低迷などで販売数量が減少し
たことなどにより、減収となりました。
　無水マレイン酸は、原料価格の下落
などにより販売価格が低下したことや、
需要低迷などにより販売数量が減少し

たことにより、減収となりました。
　洗剤原料などの水溶性ポリマーは、販
売数量は増加しましたが、販売価格が
低下したことにより、減収となりました。
　ヨウ素化合物は、販売数量が増加し
たことなどにより、増収となりました。
　以上の結果、機能性化学品事業の売
上収益は、前年同期に比べて16.4％減
少の714億８千９百万円となりました。
　営業利益は、原料価格の下落により
スプレッドは拡大しましたが、生産・販
売数量が減少したことや、ニッポンショ
クバイ･ヨーロッパN.V.の固定資産に対
する減損損失を計上したこと及び在庫
評価差額などの加工費が増加したこと
などにより、前年同期に比べて33億1千
1百万円減益の△10億１百万円となり
ました。

リチウム電池材料（用途例：電気自動車用バッテリー）医薬中間原料（用途例：医薬品）セカンダリーアルコールエトキシレート （用途例：衣料用洗剤）
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　日本触媒は、長年にわたり株主のみなさまをはじめ関係者の
みなさまに支えていただき、2021年に創立80周年を迎えます。
これを記念し当社創業からの80年の歴史を記した「80周年
記念社史」を製作中です。
　社史は、第1部に50周年社史「日本触媒化学工業50年の
あゆみ」の圧縮版、第2部に最近30年の記録という2部構成です。
　当社は、創立80周年を機に、ありたい姿「人の暮らしに新たな
価値を提供する革進的な化学会社」の実現、そして創立100周
年に向けたさらなる飛躍をめざします。
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価値を提供する革進的な化学会社」の実現、そして創立100周
年に向けたさらなる飛躍をめざします。
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価値を提供する革進的な化学会社」の実現、そして創立100周
年に向けたさらなる飛躍をめざします。
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連結財務諸表 トピックス

　2019年7月11日、当社のインドネシア子会社PT. 
ニッポンショクバイ・インドネシア（NSI）は、年産10万
トンのアクリル酸（AA）製造設備増設の起工式を執り行
いました。
　当社のコア事業のひとつであるAAは、高吸水性樹脂
や、アクリル酸エステル等の原料として堅調に需要が伸
びていく見込みです。特に近年、アジア圏においてAAの
需給バランスは非常にタイトであり、この需要に対応し
供給責任を果たすため、昨年10月にNSIでの増設を決
定いたしました。　
　本設備増設後の当社グループのAA生産能力は年産
98万トン（国内54万トン、海外44万トン）となります。
　当社は引き続き、AA安定供給体制のより一層の強化
を推進してまいります。

9797 9798

　当社は、NHK放送技術研究所との共同研究により開
発したフレキシブル有機EL技術（iOLED®技術）の開発
において、有機EL討論会より第12回業績賞を受賞いた
しました。この賞は、有機ELに関連する科学技術の発展
への顕著な功績に対して贈られるものです。
　当社は、フレキシブル有機ELの長年の課題であった、
大気中の酸素や水分による素子の劣化を克服しました。
具体的には、水・酸素に安定な材料の開発及び、素子構
成の反転により、長時間安定駆動可能なフレキシブル有
機ELの実現に成功したことが高く評価され、受賞となり
ました。
　水・酸素に強い当該有機ELは、保護・バリア層を簡略
化できるため、デバイスを紙よりも薄くすることが可能で
あり、当社は、開発品名『iOLED®フィルム光源』として上
市に向けた検討を進めております。『iOLED®フィルム光
源』は、0.07mmという業界最高クラスの薄さを実現し、
フレキシビリティに優れ、様々
な曲面に沿う特徴を有してい
ます。例えば、肌に直接貼る、棒
状のものに巻きつける等、これ
まで適用の難しかった場所・場
面での活用が可能です。
　当社は今後とも、iOLED®技
術をもって新たな価値・市場を
創出していくとともに、より一層
の技術・用途開発に取り組んで
まいります。

インドネシア子会社における
アクリル酸製造設備増設の起工式を開催

紙よりも薄いフレキシブル有機EL技術の開発
により有機EL討論会「第12回業績賞」を受賞

写真中央：当社・五嶋社長
写真中央右端：NSI・藤田社長

発光するiOLED®フィルム光源

iOLED®フィルム光源
活用イメージ動画

https://www.shokubai.co.jp/ja/rd/materials06.html

負債
149,532

負債及び資本合計
475,641

資本
326,108

負債
134,974

負債及び資本合計
458,604

資本
323,630

資産合計
458,604

流動資産
194,759

資産合計
475,641

非流動資産
280,881

流動資産
175,437

非流動資産
283,167

当中間期前　期
（2020.9.30現在）（2020.3.31現在）

当中間期前　期
（2020.9.30現在）（2020.3.31現在）

連結財政状態計算書（百万円）

連結損益計算書 連結キャッシュ・フロー計算書（百万円） （百万円）

科　　   　　目
前中間期 当中間期

営業活動によるキャッシュ・フロー 22,203 22,639

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 16,630 △ 16,342

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 6,229 △ 4,442

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 463 △ 199

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △ 1,119 1,656

現金及び現金同等物の期首残高 47,434 43,869

現金及び現金同等物の四半期末残高 46,315 45,526

2019.4.１から
2019.9.30まで（ （2020.4.１から

2020.9.30まで（ （科　　   　　目
前中間期 当中間期

売上収益 153,292 124,668
売上原価 126,424 104,922
売上総利益 26,869 19,746
販売費及び一般管理費 21,302 19,894
その他の営業収益 1,570 1,221
その他の営業費用 499 2,260
営業利益（△損失） 6,638 △ 1,188
金融収益 999 929
金融費用 747 205
持分法による投資利益 1,783 392
税引前四半期利益（△損失） 8,673 △ 72
法人所得税費用 2,688 777
四半期利益（△損失） 5,985 △ 850

四半期利益（△損失）の帰属
親会社の所有者 5,731 △ 1,183
非支配持分 254 333
四半期利益（△損失） 5,985 △ 850

2020.4.１から
2020.9.30まで（ （2019.4.１から

2019.9.30まで（ （



連結財務諸表 トピックス

　当社は、新規製造方法により、従来品と比較して超速乾性
で、液保持性が約3倍優れる高吸水性樹脂（SAP）を開発し
ました。
　製法のアイデアは、プロセス効率化を目指した研究者の発
想転換による実験から導き出されました。その後、研究開発・
生産技術・製造・エンジニアリング各部門の社内関係者が一丸
となって取り組み、工業的な製造方法の確立に成功しました。
　このSAPを用いた衛生材料は、速乾性・液保持性・加圧下
吸水性能に優れるため、吸液後すぐに吸水体の表面がさらさ
らになり、身体の動きがあっても一度吸収した液を漏らさず
確実に保持します。卓越したこれらの特徴により、今後さらな
る成長が期待される大人向け衛生材料などの高付加価値化
に大きく貢献できると考えています。
　現在、年間生産能力1万５千トンのプラントを姫路製造所
内に建設中であり、2021年6月より生産及び販売を開始す
る予定です。
　当社は、従来にないこの新機能を活かし、衛生材料以外の
用途での市場創出も図ってまいります。

9797 9798

　当社は、リチウムイオン電池用の新規電解質「イオネル®

（LiFSI※）」の需要増大に応えるため、独自プロセスによる新規
製造設備の建設（年間生産能力；2千トン、立地場所；日触テク
ノファインケミカル株式会社（千葉県市川市））に向けた設備
設計に入ることを決定いたしました。
　近年、省エネ・低公害の次世代自動車の代表的存在である
電気自動車（EV）市場は着実に拡大しています。イオネル®を
EV向けリチウムイオン電池の電解質に使用することで、低温
から高温までの広い温度範囲で、高性能で長寿命な電池の実
現に寄与することから、電解質の添加剤用に限らず主剤とし
て採用され、アジアを中心に需要が拡大しています。さらに、全
固体電池などの次世代革新電池の電解質としても性能向上
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斜めの状態で吸液させた場合の液保持性の比較
（左：従来品　右：新規開発品） ※LiFSI：リチウムビス（フルオロスルホニル）イミド
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普通株式
普通株式

  127,200,000株

  40,800,000株

■発行可能株式総数

（2020年9月30日現在）

■所有者別分布状況

金融機関
31.7%外国法人等

28.3%

その他の法人
27.7%

個人・その他  11.8%

※自己株式は、「個人・その他」に含まれております。

金融商品取引業者
0.5%

株式の状況（2020年9月30日現在）役員

本営業のご報告中、注記しているものを除き、記載金額及び比率は表示単位
未満を四捨五入しております。

10,203名

■発行済株式の総数

■株　　主　　数

※1 上記のほか、当社が保有している自己株式数が923千株あります。
※2 持株比率については、自己株式数を控除して算出しております。
※3 持株数及び持株比率については、表示単位未満を切り捨てております。

■大 株 主（上位10名）

2,727 
2,197 
2,129 
1,705 
1,608 
1,373 
1,267 
1,197 
1,071 

948 

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

6.84
5.51
5.33
4.27
4.03
3.44
3.17
3.00
2.68
2.37

（％）（千株）持株比率持株数株　　主　　名順位

商 　 　 号
（英文表示）
設立年月日
資 本 金
従 業 員 数
事 業 所

株式会社日本触媒
ＮＩＰＰＯＮ ＳＨＯＫＵＢＡＩ ＣＯ., ＬＴＤ．
1941年８月21日
25,038百万円
4,590名（連結）/ 2,424名（単独）

大阪本社

千鳥工場

浮島工場

〒541-0043
大阪市中央区高麗橋四丁目１番１号

（興銀ビル）
電話 （06）6223 -9111（総務部）

東京本社

川崎製造所

〒100 - 0011
東京都千代田区内幸町一丁目2番2号

（日比谷ダイビル）
電話 （03）3506 -7475（東京総務部）

〒210- 0865
神奈川県川崎市川崎区千鳥町14-1

〒671-1282
兵庫県姫路市網干区興浜字西沖992-1

〒210- 0862
神奈川県川崎市川崎区浮島町10-12

会社の概要（2020年9月30日現在）

姫路製造所及び姫路地区研究所

〒564-0034
大阪府吹田市西御旅町5-8

吹田地区研究所

代 表 取 締 役 社 長

代表取締役専務執行役員

取 締 役 常 務 執 行 役 員

取 締 役 常 務 執 行 役 員

取 締 役 常 務 執 行 役 員

取　　締　　役（社外）

取　　締　　役（社外）

取　　締　　役（社外）

監 査 役

監 査 役

監　　査　　役（社外）

監　　査　　役（社外）

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

常 務 執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

五 　 嶋 　 祐 治 朗
山 　 田 　 浩 一 郎
入 口 治 郎
野 田 和 宏
高 木 邦 明
長 谷 部 　 伸 　 治
瀨 戸 口 　 哲 　 夫
櫻 井 美 幸
有 田 義 広
和 田 輝 久
和 田 頼 知
髙 橋 　 司
 田 雅 也
松 本 行 弘
小 林 髙 史
荒 川 和 清
齊 藤 　 群
梶 井 克 規
渡 部 将 博
肱 黒 修 樹
岡 　 義 久
金 井 田 　 健 　 太
佐 久 間 　 和 　 宏
住 田 康 隆

住 友 化 学 株 式 会 社
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
ＥＮＥＯＳホールディングス株式会社

全 国 共 済 農 業 協 同 組 合 連 合 会
株 式 会 社 り そ な 銀 行
三 洋 化 成 工 業 株 式 会 社

株式会社日本カストディ銀行（信託口）
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行

ＮＯＲＴＨＥＲＮ  ＴＲＵＳＴ  ＣＯ．  （ＡＶＦＣ）  ＲＥ  ＳＩＬＣＨＥＳＴＥＲ  ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ　
ＩＮＶＥＳＴＯＲＳ  ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ  ＶＡＬＵＥ  ＥＱＵＩＴＹ  ＴＲＵＳＴ

ＮＯＲＴＨＥＲＮ  ＴＲＵＳＴ  ＣＯ． （ＡＶＦＣ）  ＲＥ  Ｕ．Ｓ．  ＴＡＸ  ＥＸＥＭＰＴＥＤ  ＰＥＮＳＩＯＮ  ＦＵＮＤＳ

トピックス

　当社は、国際連合が提唱する「国連グローバル・コン
パクト（以下「UNGC」）」に署名し、2020年10月19日付
で参加企業として登録されました。併せて、UNGCに署
名している日本企業などで構成される「グローバル・コ
ンパクト・ネットワーク・ジャパン」に加入いたしました。
　UNGCは、各企業・団体が責任ある創造的なリー
ダーシップを発揮することで、社会の良き一員として行
動し、持続可能な成長を実現するための世界的な取り
組みです。
　当社は今回、UNGCに署名することにより、「人権」
「労働」「環境」「腐敗防止」の４分野からなるUNGCの
10原則を支持し、企業姿勢を明確に表明することで、
グループ企業理念の実践を一層推し進め、持続可能な
社会の実現に貢献すべく取り組んでまいります。

「国連グローバル・コンパクト」に署名

【国連グローバル・コンパクト】当社紹介ページURL
https://unglobalcompact.org/what-is-gc/participants/141659

原則１：人権擁護の支持と尊重
原則２：人権侵害への非加担
原則３：結社の自由と団体交渉権の承認
原則４：強制労働の排除
原則５：児童労働の実効的な廃止
原則６：雇用と職業の差別撤廃
原則７：環境問題の予防的アプローチ
原則８：環境に対する責任のイニシアティブ
原則９：環境にやさしい技術の開発と普及
原則10：強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止の取り組み

人権

労働

環境

腐敗防止

UNGCの10原則
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2020年4月1日 ～ 2020年9月30日

株主のみなさまへ

目次
1
1
2
3
5
7
8
9
10
10

長期ビジョン・目標
企業理念・経営理念、社是
ごあいさつ
連結業績ハイライト
セグメント別概況（連結）
連結財務諸表
トピックス
会社の概要
役員
株式の状況　

第109期（中間） 営業のご報告

証券コード 4114
電子公告

（１）株主様の住所変更、買取請求、配当金の口座振込のご指定その他各種
お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関

（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券
会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行
株式会社）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

（２）特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三
菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座
管理機関（三菱UFJ信託銀行株式会社）にお問い合わせください。な
お、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支店にてもお取次ぎいたします。

（３）未受領の配当金のお支払いにつきましては、引き続き三菱ＵＦＪ信託
銀行の全国本支店でお支払いいたします。

当社所属のプロゴルファー・ささきしょうこ選手の応援サイトを、当社
ウェブサイト内に開設しています。 同選手のプロフィー
ルや出場予定・結果などを掲載しています。 ぜひご覧く
ださい。

当社についての理解をよりいっそう深めていただけるよう、「ストー
リーでわかる！ 日本触媒」を掲載しております。 ぜひ、ご覧ください。

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

上場証券取引所

公 告 の 方 法

同  連絡先

三菱UFJ信託銀行株式会社
大阪証券代行部
〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
電話 0120-094-777

（通話料無料）

三菱UFJ信託銀行株式会社

東京証券取引所

4月1日から翌年3月31日まで

3月31日

9月30日

毎年6月

100株

【お知らせ】

ただし、事故その他やむを得ない事由によ
り電子公告による公告ができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。なお、
電子公告は当社ウェブサイトに掲載して
行います。

事　 業 　年　 度

期末配当金受領株主確定日

中間配当金受領株主確定日

定 時 株 主 総 会

単 元 株 式 数

■株主メモ
当社ウェブサイトのご案内
（株主・投資家の皆様へ）

https://www.shokubai.co.jp/ja/sasaki/

ささきしょうこ選手 応援サイトのご案内

https://www.shokubai.co.jp/ja/ir/

検索日本触媒  IR




